資料２－１
都市計画事業に係るみなし事業認定年月日の考え方等
　事業認可の告示の日が、平成３年１２月２１日（土）の場合を例にして、事業認定の告示が
あったものともなされる日について説明しますと、次のようになります。
　下の例のように、かなり前に告示がなされた事業においては、各年において、土曜日が休日であったかどうか、その年の国民の祝日などについても十分に注意をして確認をしてください。
１　平成　３年１２月２１日（土）～平成　４年１２月２１日（月）　告示日不参入
２　平成　４年１２月２２日（火）～平成　５年１２月２１日（火）
３　平成　５年１２月２２日（水）～平成　６年１２月２１日（水）
４　平成　６年１２月２２日（木）～平成　７年１２月２１日（木）
５　平成　７年１２月２２日（金）～平成　８年１２月２４日（火）　平成８年１２月２１日が土曜日
同８年１２月２３日が国民の祝日
６　平成　８年１２月２５日（水）～平成　９年１２月２４日（水）
７　平成　９年１２月２５日（木）～平成１０年１２月２４日（木）
８  平成１０年１２月２５日（金）～平成１１年１２月２４日（金）
９  平成１１年１２月２５日（土）～平成１２年１２月２５日（月）みなし期間の場合、期間の初日は休日でも差し支えない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　平成１２年１２月２４日が日曜日
10   平成１２年１２月２６日（火）～平成１３年１２月２５日（火）
11   平成１３年１２月２６日（水）～平成１４年１２月２５日（水）
12   平成１４年１２月２６日（木）～平成１５年１２月２５日（木）
13   平成１５年１２月２６日（金）～平成１６年１２月２７日（月）　平成１６年１２月２５日が土曜日
14   平成１６年１２月２８日（火）～平成１７年１２月２７日（火）
15   平成１７年１２月２８日（水）～平成１８年１２月２７日（水）
　したがって、平成１８年１１月１日（水）に収用の裁決申請をする場合、土地に対する補償の金額を見積もる際に勘案すべき「事業認定の告示があったものと見なされる日」とは、平成１７年１２月２８日（水）ということになります。
